	プラスチック製品製造業


生産は戻りつつあり、大阪のプラスチック製品製造業は業績を回復している。しかしながら、国内の自動車関連では軽自動車を中心に販売に伸び悩みがみられ、弱電・家電関連でも大きな伸びは見込めず先行きはやや不透明である。
業界の概要

プラスチック製品は、各種成形機により樹脂等を成形した製品である。用途は、機械器具等の部品、日用雑貨、容器、建設資材など多岐にわたる。熱可塑性樹脂をシリンダーに投入し、加熱溶解させ金型に充填し成形する方式である、射出成形が最も一般的である。複雑な形状や精密を要する部品や製品を短時間で安価に大量生産できるため、この製法が最も普及している。
大阪の地位と特徴

大阪府内「プラスチック製品製造業」は、1,686事業所で、従業者数は30,593人、製造品出荷額等で7,178億円であり、全国に占める割合は、それぞれ11.7％、7.5％、6.5％である（総務省『平成24年経済センサス活動調査（製造業に関する集計･従業者４人以上）』。
表１　製品種別出荷販売金額（全国、平成26年）
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（百万円）

構成比

（％）

フィルム・シート 1,241,732 29.9

機械器具部品 1,225,755 29.6

容  　器 431,498 10.4

日用品･雑貨 261,680 6.3

発泡製品 175,624 4.2

建  　材　 158,268 3.8

パ　イ  プ  105,317 2.5

合成皮革 74,197 1.8

強化製品 70,477 1.7

板 53,358 1.3

継　   手 37,715 0.9

そ の 他　 311,901 7.5

総合計 4,147,522 100.0

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』


大阪府の製造品出荷額等は、愛知県に次ぐ全国第２位である。府内では、大阪市生野区を中心とした大阪市東部から東大阪市、八尾市に多く事業所が立地する。

全国ではフィルム・シート、機械器具部品の出荷販売金額が多い（表１）が、大阪府ではフィルム・シートや家電関連に供される工業用プラスチック製品の割合が高い（表２）。本稿では、機械部品、日用品等の景気動向を中心にみる。
生産は回復しつつある
全国の販売動向をみると、プラスチック製品の販売金額は、平成24，25年と増加傾向であったが、平成26年に減少に転じた。平成27年１～３月期が35.7％、４～６月期40.0％、７～９月期41.1％と27年は順調に増加傾向にあったが、10月では再びマイナス傾向に転じている（表３）。
表２　製造品出荷額等の構成（大阪府、平成26年）
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製造品出

荷額等

構成比

（百万円） (％)

プラスチック製品製造業（別掲を除

く）

669,915 100.0

プラスチック板・棒・管・継手・異

形押出製品製造業

45,292 6.8

プラスチックフィルム・シート・床

材・合成皮革製造業

133,141 19.9

工業用プラスチック製品製造業 128,140 19.1

発泡・強化プラスチック製品製造業 28,352 4.2

プラスチック成形材料製造業（廃プ

ラスチックを含む）

67,279 10.0

その他のプラスチック製品製造業 267,712 40.0

資料：大阪府『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表』

（注）従業者4人以上の事業所


特に機械器具部品では平成25年以降すべての期で減少傾向が強くなっている。一方、建材は平成27年10月以外はすべて大幅な増加傾向である。日用品・雑貨も平成27年には増加傾向となっている。　

全国の業界団体による景況感調査（10～12月期）では、26年１～12月期までの生産・売上高ＤＩ（増加割合－減少割合）はプラス傾向が続いたが、平成27年に入り１～９月期まで減少、10～12月期では再びプラスに転じている（表４）。

今回の調査で注目すべきは、材料原料単価ＤＩが10～12月期に大幅にマイナスとなったことに加えて、総合判断が平成26年１～３月期以降ではじめて、プラスとなったことである。
聞き取り調査では、百円均一向けやホームセンター向けの日用品製造業、企業向け現場製品（コーンや表示部品）については、堅調な動きであるという。一方、食品プラント向け搬送部品製造業では受注の動きが鈍いなど、業界によって明暗が分かれている。
生産コスト下落
生産コストについては、プラスチック成形では、原料を溶解させる熱源などで電気使用量が多いため、電気料金の値下げに応じて使用する電気代金が下落傾向にある（注）。また、ナフサ下落に応じて樹脂の価格が下がっていることから総じて材料原料に要するコストは下落傾向にある。
小ロット生産について簡易なカセットタイプの金型利用の原価低減策などの提案を金型業から受け、受注減をカバーし、儲かる仕組みを実現しようとする企業がみられる。
資金繰り問題なし
今期の資金繰りに関しては、足元の景気回復により、大きな問題にはなっていない。
女性技術者の採用に動き
雇用については、先の業界アンケートでは、「仕事はあっても人材確保できず」という意見がみられるとともに、当面の経営上の問題点として「採用難」との答えが多かった。それでも、積極的に女性も含む技術者採用の動きがみられ、現場女子が誕生するなど新たな活気が生まれるなど好影響が生じる企業がみられる。
大手家電メーカーの不振による影響あり

在阪の大手家電メーカーが業績不振となっており、その影響で受注金額が半減するなど売上面で影響を受ける成形業がみられた。
成形機や３Ｄプリンタなど設備投資に動き
設備投資は、中堅規模の企業では、成形機の更新や検査システムの導入などを定期的に行うほかに、機能向上の目的で投資を行い、競争優位を目指す動きがみられた。樹脂の種類、強化材としてフィラー入り材料などの成形には機能に優れた設備を選択して導入する例もみられる。
また、迅速な試作開発、提案力・営業力アップのため、三次元積層造形機いわゆる３Ｄプリンタを導入する動きが強まっている。大阪府調査（調査報告書「金型製造業、成形業におけるイノベーション」を28年４月に公表予定）では「知人企業で活用され成果が出てきている」というアンケート回答が三分の一程度になるなど、ものづくり補助金制度を活用して積極的に導入を図る企業が増加しているものと推測される。

今後の見通し

受注は回復傾向にあり、原材料価格が下落傾向のため、先行き明るい材料も整ってきている。しかし、中国景気が不安定であること、製造拠点の国内回帰が進まないこと、製品単価が安いグローバル価格で据え置かれていることなどから先行きはやや不透明感がある。
将来の動きを見据えて、前工程である金型業の買収や部門設立、人材採用、または後工程である組立作業の受注など成形以外の加工について自社に取り込むこと、また自社商品開発で新たな収益源を探索するなど生き残りをかけた動きを進めるケースが目立つ。
（松下　隆）
（注）電気料金の値下げについては、西日本の業界団体が会員に調査をかけたところ、電気料金の見直しで下落傾向になっていることがわかった。
表３　プラスチック製品販売金額の推移（全国）
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機械器具部

品

日用品・

雑貨

建材

販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率

平成24年 4,145,405 5.7 1,267,827 10.7 266,195 6.7 135,209 6.0

平成25年 4,186,449 1.0 1,234,966 -2.6 265,105 -0.4 143,293 6.0

平成26年 4,147,522 -0.9 1,225,755 -0.7 261,680 -1.3 158,268 10.5

平成27年1～3月 1,403,878 35.7 179,684 -43.4 71,123 10.4 76,151 84.4

4～6月 1,441,778 40.0 171,006 -43.5 77,902 17.3 73,418 85.8

7～9月 1,452,452 41.1 170,097 -43.6 74,270 17.8 74,869 105.5

10月 351,019 -2.0 101,716 -2.7 23,167 4.3 13,082 -3.4

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』

（注）平成26年調査より調査対象規模が変更。40人以上の事業所から50人以上の事業所へ変更。

増加率は対前年（同期）比

総合計


表４　自社業況に関するDI（前年同期比）
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上高

製品単価 採算

所定外労

働時間

製品在庫

材料原料

単価

総合判断

平成26年 １～３月 37.6 -17.2 -1.8 19.8 -3.2 63.9 4.0

４～６月 2.7 -10.7 -22.4 -0.3 -1.0 66.2 -11.8

７～９月 -1.6 -8.4 -23.1 -7.3 0.0 67.7 -22.3

10～12月 5.2 -13.9 -14.0 1.2 4.4 40.6 -10.8

27年 １～３月 -11.2 -7.6 -8.7 -4.0 -7.9 -2.6 -10.8

４～６月 -12.0 -11.7 -13.2 -16.4 -11.4 2.9 -12.8

７～９月 -1.1 -15.0 -13.2 0.0 -1.4 -7.2 -14.0

10～12月 3.0 -14.3 -2.3 -2.4 0.0 -18.6 1.9

資料：全日本プラスチック製品工業連合会『会員景況感調査報告（全国版）』、各四半期全国データ

（注）各四半期版データからDI算出、DIは「増加（上昇、好転）割合」－「減少（下落、悪化）割合」
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